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東日本大震災に係る被災市町村に対する職員の 

中・長期派遣について（事前依頼） 
 
 
平素、本会の会務運営につきまして、特段のご高配を賜り感謝申し上げます。 
さて、東日本大震災に係る被災市町村への職員派遣につきましては、３月 30 日付・

発行第 12 号の文書にて、既に短期派遣を中心に各都市に依頼し、ご派遣をいただいて

いるところでありますが、事前に要請のあった派遣依頼分につきましては概ね充足し、

一部の新たな要請に係るもの等を残すのみとなっているとのことであります。各都市

の多大なるご協力に、衷心より感謝申し上げます。 

この一方で、今後、被災市町村においては、中・長期の職員派遣の必要が本格化し

てくるものと考えられますことから、本会では、全国町村会、総務省及び被災県との

協力により、都市からの中・長期の職員派遣を実施すべく、諸準備を進めているとこ

ろであります。 

つきましては、昨日、別添のとおり、総務省から被災県に対し、被災市町村におけ

る中・長期の職員派遣の要望調査の通知がなされておりますので、この旨報告いたし

ますとともに、この調査結果に基づいて、別途、６月上旬にも本会から各市区長に、

中・長期の職員派遣申出の調査をさせていただくことといたしておりますので、その

際は、特段のご協力を賜りますようお願い申し上げます。 
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事  務  連  絡 

平成２３年５月２６日 

 

 岩手県政策地域部市町村課 

 宮城県総務部市町村課 

 福島県総務部市町村行政課  御中 

 茨城県総務部市町村課 

 千葉県総務部市町村課 

 

総務省自治行政局公務員部公務員課 

 

東日本大震災に係る中長期的な職員の派遣要望について 

 

東日本大震災による被災市町村に対する人的支援につきましては、平成２３年３月２２

日付け当課事務連絡により御連絡いただいた要望等を踏まえ、これまで全国市長会及び全

国町村会による人的支援の体制による取組を進めてきたところです。 

被災市町村におかれては、全国の市区町村等からの人的支援も得ながら懸命の対策が進

められているところと存じますが、今後、市町村行政機能の維持・回復や、災害復旧・復

興に向けて、短期的な応援に加え、中長期的な職員の派遣の必要が本格化してくるものと

考えております。 

 つきましては、今後、被災市町村において、中長期的な職員の派遣について全国市長会

及び全国町村会の人的支援の体制による支援を必要とする場合には、その要望を下記によ

り当課まで御連絡くださるようお願いいたします。 

 御連絡いただいた要望は、当課から全国市長会及び全国町村会にお伝えし、両団体を通

じて寄せられた職員派遣申出に基づく派遣市区町村の決定は、貴県において行っていただ

くなど、今般の中長期的な職員の派遣の手続は、これまでの職員の応援に係る手続に準ず

るものとすることを予定しています。 

 なお、既に御連絡しているところですが、中長期にわたる職員の派遣については、地方

自治法第２５２条の１７に規定する職員の派遣によることが適当と考えております。 

 おって、短期的な応援に係る要望につきましても、改めて照会する予定があることを申

し添えます。 

記 

１ 連絡様式   別紙様式による。 

２ 連絡期限   平成２３年６月３日（金） 

 

 

【連絡先】 

理 事 官 西中 隆 

課長補佐 鈴木稔郎、公務員第四係長 須田直人

電 話  ０３－５２５３－５５４４ 

ＦＡＸ  ０３－５２５３－５５５２ 

e-mail  n.suda@soumu.go.jp 



中長期的な職員の派遣要望 

 

  県 名  

  担 当 部 課 名  

  担 当 者 名  

  電 話 番 号  

要望市町村名  
 Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

 メールアドレス  

 

職  種 人  数 派遣期間 交替可能単位 職務内容 備  考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

  

（別紙様式） 



【別紙様式記入要領】 

 

１ 職種 

  派遣を必要とする職種を記入してください。なお、専門性を必要とする分野について

（ ）書きしてください。 

 

【例】 一般事務職（財務）、一般事務職（税務）、土木技師（道路）、建築技師（公営

住宅） など 

 

２ 人数 

  中長期的な職員の派遣であることを踏まえ、派遣職員の受入態勢等（派遣職員の宿舎、

執務体制等）も十分考慮していただき、派遣を必要とする人数を精査の上で記入してく

ださい。 

 

３ 派遣期間 

  派遣を希望する期間を記入してください。 

なお、派遣を希望する期間が平成２３年度末を超えるものについては、全国の市区町

村に派遣の申出を募る際は、当面、平成２３年度末までを一区切りとした派遣要望と考

えても差し支えないこととして取り扱うことを予定しています。 

 

【例】 ６か月、９か月、１年 など 

 

４ 交替可能単位 

  派遣期間において、派遣職員の交替も差し支えない場合には、その交替可能な単位を

記入してください。 

 

  【例】 ３か月、３～６か月、１年 など 

 

５ 職務内容 

  派遣職員が従事する職務の内容を具体的に記入してください。 

 

  【例】 予算・決算事務、市町村税の減免事務、道路災害復旧に係る設計事務、公共

施設補修事務 など 

 

６ 備考 

  各市区町村が職員の派遣を検討するに当たり、参考となる事項があれば記入してくだ

さい。 


